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+本講義の目的

n再生可能エネルギー/電力システムの研究を
したい！

n電力は難しい…(?) ＿|‾|○
n専門用語が多過ぎ…。
n基礎理論(特に数式！)はどれくらい必要？
n海外情報はどこで/どうやって取ればよい？
n専門研究者/企業からケムに巻かれないようにする
には…？
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+再エネ超大量導入は可能か？
(再エネは電力系統に悪影響を与えるか？)

n単純な「Yes/No」に陥らないこと。
n賛成/反対の極端な二元論的対立(神学論争)になりやすい。
n再エネ賛成派は、課題を過小評価しないこと。
n再エネ慎重派は、将来の課題を理由に思考停止しないこと。

n「どの程度？」
n☞ 程度問題。解決策は？ 代替案は？ 実現可能性は？

n「いつまでに？」
n☞ 時間軸の問題。技術開発ロードマップ、優先順位

n課題：
n① 需給調整 ■② 電圧上昇問題 ■③ 慣性問題
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+電力工学を勉強するためには
(電気工学科のカリキュラム例）

年次 科目例 学習内容
高校 数学I～III, 

数学A～C
三角関数, 指数関数, 対数関数,
微分積分, 行列, ベクトル, 複素数

大学1年次
微積分学,
線形代数,
電気回路

微分方程式, 積分方程式
ベクトル, 複素ベクトル

電気回路, 電力回路, 三相交流

２年次
電気電子数学,
電磁気学,
数理統計

ラプラス変換, フーリエ変換,
電磁気学, 伝送工学

3年次
電気機器, パワー
エレクトロニクス, 
電力システム工学,
放電工学, 電気材料

半導体工学, エネルギー変換,
電力発生, 電力輸送, 高電圧

4年次 電気法規 安全工学, 信頼性工学
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+ご自身の専門外の分野を学ぶには？

n専門用語を抑えよう
n用語の定義
n国際最新議論での注目用語

n国際動向を抑えよう
n IEA, IRENAの動向
n日本語になっていること、なっていないこと

n時間軸を抑えよう
n常識を疑え。その常識は「古い」かもしれない。
n文献調査の重要性
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理工系では調査研究
の地位は低い

数式はあると便利だが
なくても理解可能
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+電力系統とは？

n電力系統 [electric power system] 
n発電所から消費者の受電設備に至る電気のネットワーク
の総称。火力発電所、水力発電所、原子力発電所などの
発電設備で発電された電気は、18.7万V（中略）以上の
高い電圧の送電ネットワーク（これを「基幹系統」と言
う）によって送電され、より低い電圧の送電ネットワー
ク（これを「地域供給系統」や「二次系統」と言う）・
配電ネットワーク（これを「配電系統と言う」）を経て、
需要者の変電設備へと届けられる。（後略）

7

（出典）日本電気協会新聞部: 電力・エネルギー時事用語辞典 (2012)

「電力システム」の定義は(今のところ)見当たらない。
「電力系統」と「電力システム」はどう違うか？



+高圧と低圧，送電線と配電線
n電気設備技術基準による交流電圧の区分

n電気事業法施行規則による電線路の区分

区分 定義
低圧 600 V 以下
高圧 600 V を超え 7 kV 以下

特別高圧 7 kV を超えるもの

区分 定義 (抜粋)

送電線路 変電所相互間，発電所と変電所
との間の電線路

配電線路 変電所と需要家設備
との間の電線路
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+配電線の定義
区分 「電気事業法施行規則」による定義 (抜粋)

送電線路 変電所相互間，発電所と変電所との間の電線路
配電線路 変電所と需要家設備との間の電線路

用語 JEAC  9701-2019「系統連系規定」による解説 (抜粋)

低圧
配電線

不特定多数の低圧需要家に電力を供給する低圧の配電線のこと。一般に、単
相2線式：100 V、単相3線式：100/200 V、三相3線式：200 V、及び三相
4線式：100/200 Vの方式がある。

高圧
配電線

高圧需要家に電力を供給する役割と配電用変電所から柱上変圧器等を介して
低圧需要家に電力を供給するまでの送電を行う役割を兼ねた高圧の配電線の
こと。方式としては三相3線式：6,600 Vが一般的である。

特別高圧
配電線路

特別高圧需要家に電力を供給する役割と変電所まで電気を送電する役割を兼
ね備えた7 kVを超える特別高圧電線路のこと。なお、電圧が35 kV以下の場
合は、配電線扱いとすることもある。

参考情報: 海外では “transmission/distribution line” の明確な定義がなかなか見あたらず、例えばIEC 60050-617 (IEV) に、
“transmission line: a line which is part of an electric power transmission system”, “distribution line: overhead line which is 
used for the distribution of electricity” などと曖昧に定義される程度。
なお、海外のDSO(配電系統運用者)の管理する電圧階級は、例えばスペイン・英国は132kV以下、ドイツ・アイルランドは
110kV以下、デンマーク・ポルトガルは60kV以下、フランスは20kV以下と、国によってまちまちであることに注意。
Eurelectric: Power Distribution in Europe Facts & Figures (2013) を参考のこと。
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+日本の主な一般送配電事業者の
電圧階級

北海道電力
NW

東京電力
PG

関西電力
送配電

九州電力
送配電

電圧
区分

線路
区分

‒‒‒ (1,000 kV) ‒‒‒ ‒‒‒

特別
高圧

送電
線

‒‒‒ 500 kV
275 kV 200 kV

187/110 kV 154 kV 110 kV
66 kV 77 kV 66 kV

33/22 kV 22 kV 33/22 kV 22 kV
6.6 kV 6 kV 高圧

配電
線200 V

低圧
100 V
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+日本と海外の
電圧階級の違いについて

電圧階級 日本 注1 海外 注2

超高圧
UHV (ultra high voltage) (187 kV以上) 注3 245 kV超

特別高圧 7 kV超 ‒‒‒

高圧
HV (high voltage) 600 V超～7 kV 35 kV超～230 kV

中圧
MV (medium voltage) ‒‒‒ 1 kV超～35 kV

低圧
LV (low voltage) 600 V以下 100～1000 V

注1: 「電気設備に関する技術基準を定める省令」(電技)で規定。
注2: IEC 60038:2009 Ed. 7.0 “IEC standard voltages” で規定。ただし、同規格では電圧階級の区分が

規定されているだけで、LV, MV, HV, UHVの呼称は用いられていない。
注3: 電技では規定されない。カッコ内の数値は『電力エネルギー時事用語事典』などによる定義(参考)。

※３相交流の場合

11



+欧州主要国の配電系統事業者(DSO)
が管轄する電圧階級

電圧階級[kV]
低
圧
LV

中圧MV 高圧HV
6 10 11 15 20 30 33 38 45 60 66 110 132 150

ドイツ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯
デンマーク ◯ ◯
スペイン ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯
フランス ◯ ◯
アイルランド ◯ ◯ ◯ ◯ ◯
イタリア ◯ ◯ *
ポルトガル ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯
英国 ◯ ◯ ◯ ◯
(参考)

日本の定義
低
圧 高圧 特別高圧
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(出所) Eurelectric: Power Distribution in Europe Facts & Figures, a EURELECTRIC paper (2013)
より抜粋して筆者まとめ



+分散型電源の定義 (日本)
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文献名 定義 用例 定義(説明)文
電気事業法 × × ‒‒‒‒‒‒

電気事業法施行規則 × × ‒‒‒‒‒‒
電気設備に関する技術基準

を定める省令 × × ‒‒‒‒‒‒
電気設備の技術基準の解釈 × × ‒‒‒‒‒‒

電気設備の技術基準の解釈の解説 × × ‒‒‒‒‒‒
電力品質確保に係る系統連系
技術要件ガイドライン × ◯ ‒‒‒‒‒‒

JEC-2470:2017 分散形電源系統
連系用電力変換装置 ◯ ◯

分散（形）電源（システム）
中規模で、需要家の近くに設置する発電システム

及び電気エネルギー貯蔵システム

JEAC 9701-2019 系統連系規程 △ ◯
電気事業法（昭和39年法律第170号）第38条第4項
四号に掲げる事業を営むもの以外のものが設置する
発電設備の総称を分散型電源として扱う。

IEEE電気・電子用語辞典 × × ‒‒‒‒‒‒
電気工学ハンドブック第7版 × ◯ ‒‒‒‒‒‒

電気事業事典 ◯ ◯
従来より電力供給の中心的役割を果たしてきた大規
模集中型電源に対して、需要地に近接して分散配置
される小規模電源の総称

電力エネルギー時事用語事典 2012年版 ◯ ◯ 電源需要地近傍に分散して配置される小規模な電源
のこと。



+分散型電源の定義 (海外)

文献名 定
義

用
例 定義文

IRENA: 
Rethinking 

Energy
◯ ◯

Distributed Generation: Electricity generating facilities 
that are small (typically less than 1 MW) and located 
close to where the electricity is consumed.

IEC 60050-
617 ◯ ×

Distributed Generation: generation of electric energy 
by multiple sources which are connected to the power 
distribution system

Directive 
(EU) 

2019/944
◯ ◯

‘distributed generation’ means generation plants
connected to the distribution system

EIA 
Glossary ◯ ×

Distributed generator: A generator that is located close
to the particular load that it is intended to serve.
General, but non-exclusive, characteristics of these
generators include: an operating strategy that supports
the served load; and interconnection to a distribution or
sub-transmission system (138 kV or less).
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+分散型電源の定義 (の課題)

n日本語では明確な定義や合意形成は途上
n法令や学会で定義されていない！
n従来型電源(集中型電源)に対して劣位に置かれる？

n国際議論:
n需要地近接は必要条件か？
n発電機容量？ 電圧階級？
n配電系統 (distribution system) の定義は？

n暫定定義 (安田(2021)による)
n概ね140 kV未満の電圧階級の線路(日本では66～77 kV級
以下の電圧階級の線路)に接続される電源に接続される電源
n (出典) 安田陽: 地域分散型エネルギーと系統連系問題, 大島堅一編著: 「炭素ゼロ時代の地域分散型

エネルギーシステム」(仮題), 日本評論社 (2021年春出版予定)
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新しい技術用語の定義が定着
するのは時間がかかる。
今後も合意形成が必要。
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+タービン発電機の基本方程式

タービン 発電機

J dω
dt

=Tm −Te

TeTm

J dω
dt

=T

機械的
トルク

電気的
トルク

トルク

角周波数
慣性モーメント

m dv
dt
= F

直線運動の
運動方程式
と同じ形
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+事故時の周波数変化
18

(出典) 石井英雄: 慣性機能をどう確保するか。これが再エネ導入拡大のポイントだ, グリッド・デモクラシー
への鍵 第３回 再エネと安定性, 電気新聞 テクノロジー&トレンド, 2020年3月13日

https://www.denkishimbun.com/sp/50923 

安全限界を越える
と発電機解列

需給バランス
がさらに悪化

連鎖停電
系統崩壊



+集合化(または平滑化)のコンセプト
19

変動すれば直ちにアウト！
ではなく，問題はその変動
が既存の調整力で管理でき
る範囲内にあるかどうか。

個々の風車で変動
抑制するよりも、
エリア全体で混ぜた

方が合理的。

(出典) P. Rosas et al.: Dynamic Influence of Wind Power on the Power Systems, Technical University of Denmark (2004)
(出典) T. Ackermann: WWFジャパンセミナー「風力発電大量導入に向けての挑戦」, 2014

spatial correlation of the wind acting on each wind turbine. Figure 1.2 illustrates the power 
“smoothing” effect when increasing the number of wind turbines. 
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Figure 1.2 Power smoothing effect from wind farms. 

The power variation from wind turbines is very complex and demand special 
techniques to cope with the spatial distribution of the wind turbines than a simple scale up 
from a single wind turbine.  

In addition to the problems of dynamic power fluctuations, another important issue 
investigated in this report is the voltage stability from connecting large amount of wind 
power. 

The voltage stability in the power system can be classified in slow dynamic and 
transient. The slow dynamic is related to slow increase in load in the power system and 
deals with the reactive and active power supply. Once the wind turbines have limited 
reactive power compensation and usually demands reactive power from the power system, 
here its influences of the reactive power demand and the active power injection are 
investigated. 

Transient voltage stability problems have also been related to large integration of 
wind turbines. The transient voltage stability deals with the voltage stability after the power 
system being subjected to large disturbances, normally short circuits. Here transient 
stability is not studied. 

1.4 Thesis Outline  
Chapter 2 addresses the main problems of the power system that are related to the 

wind turbines. It starts introducing the main power quality characteristics of the wind 
turbines and proceeds to present the main problems from integrating single wind turbines in 
the power system are presented. After having presented the power system interactions with 

21/152 

��30���1� ��150� ��300�

10�5�0�10�5�0�10�5�0�10�5�0�

0.5

1.1

0.3

0.9

0.7

0.5

1.1

0.3

0.9

0.7

0.5

1.1

0.3

0.9

0.7

0.5

1.1

0.3

0.9

0.7

�
�
[p
.u
]

• Stochastic load events are aggregated

Aggregation of Customers

一般家庭5軒一般家庭2軒

一般家庭100軒一般家庭20軒

負荷変動の集合化は，電力系統の
歴史以来ずっと行われてきている。



+
予備力の種類

n 瞬動予備力 spinning reserve 
ü運転予備力のうち，電源脱落時に即座に出力増加が図
れる予備力。【主に水力・運転中のガス火力】

n 運転予備力 operating reserve
ü供給予備力のうち，数分で供給力増加が可能な予備力。
【主に停止中のガス火力、運転中の石炭火力】

n 待機予備力 standing reserve
ü供給予備力のうち，起動して発電するまでに数時間を
要し，起動後は長時間継続して発電が可能な予備力。
【主に停止中の石炭火力】
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+予備力(reserve)の種類

10秒程度 数時間10分程度 30分

瞬動
予備力

運転予備力 運転予備力 待機予備力運転中発電機の自動・
手動制御による出力調整 停止中発電機の起

動(主に水力)

30min30s 5min 15min

FCR FRR

automatic
manual

RR

FCR: Frequency Containment 
Reserve
FRR: Frequency Restriction 
Reserve
RR: Replacement Reserve:

（出典）電力広域的運営推進機関 調整力等に関する委員会: 
中間とりまとめ (2016), 付属資料S-1 の図を抽出して筆者改変

ENTSO-E: Explanatory document concerning proposal from all TSOs of the Nordic synchronous area for the 
determination of LFC blocks within the Nordic Synchronous Area (2018), p.6 の図を抽出して筆者改変

日本

欧州

従来は一次予備力、二次予備力、
三次予備力などと呼ばれていた。
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+広域機関による調整力・予備力の
定義

22

7 
 

4. 予備力・調整力・マージンの検討状況 
 

4-1. 用語の定義 
 

予備力・調整力等の検討にあたり、用語の定義を明確にすることが重要である。本

委員会では、「調整力」は、一般送配電事業者がアンシラリーサービス（周波数制

御、需給バランス調整その他の系統安定化業務）を行うために確保するもの、「予備

力」は、エリア全体の供給力から需要を差し引いたものという整理の下、以下の通り

定義することとした。このとき、「調整力」は、エリア全体から見れば「予備力」の

一部を兼ねており、関係を整理すると図 4-1-1に示す概念図になる。また、「調整

力」と「上げ調整力」、「下げ調整力」との関係は、図 4-1-2に示す内訳イメージに

なる。ただし、海外において様々な種類の予備力・調整力が定義され、再エネ拡大に

伴う見直しが行われているように、今後の検討に伴い、必要に応じて定義の見直しや

用語の追加を行うことが適当である。 

 

・「予備力」とは、供給区域において、上げ調整力と上げ調整力以外の発電機の発電

余力を足したものをいう。 

・「調整力」とは、供給区域における周波数制御、需給バランス調整その他の系統安

定化業務に必要となる発電設備（揚水発電設備を含む。）、電力貯蔵装置、ディマ

ンドリスポンスその他の電力需給を制御するシステムその他これに準ずるもの（但

し、流通設備は除く。）の能力をいう。 

・「上げ調整力」とは、供給区域の需要に対して供給する電気が不足となった場合に

対し、電気を供給又は需要を抑制するための調整力をいう。 

・「下げ調整力」とは、供給区域の需要に対して供給する電気が余剰となった場合に

対し、電気の供給を抑制又は需要を増加するための調整力をいう。 

図 4-1-1 調整力と予備力の概念図 
 

 

 

需給バランス調整 周波数制御

上げ調整力

（供給区域の需要に対して供給する
電気が不足となった場合に対し、
電気を供給又は需要を抑制するた
めの調整力）

下げ調整力

（供給区域の需要に対して供給する
電気が余剰となった場合に対し、
電気の供給を抑制又は需要を増加
するための調整力）

予備力

調整力

一般送配電事業者が行うアンシラリーサービス

供給区域の上げ調整力以外
の発電機の発電余力

その他の系統安定化業務
（潮流調整、電圧調整等）

供給区域における周波数制御、需給バランス調整その他の系統安定化業
務に必要となる発電設備（揚水発電設備を含む。）、電力貯蔵装置、ディマ
ンドリスポンスその他の電力需給を制御するシステムその他これに準ずる
もの（但し、流通設備は除く。）の能力

（出典）電力広域的運営推進機関 調整力等に関する委員会: 中間とりまとめ (2016)

調整力に相当する英語は現在
殆ど用いられていない。

国際的に議論が盛んな柔軟性
が定義されていない

国際的に多く用いられている
予備力の定義が後退



+系統柔軟性 flexibility 世界で活発に議論
(日本ではまだ?)

n再エネ大量導入のための重要な指標
n系統の変動に対応し需給バランスを維持する
ための能力。
n調整力のある電源

n 貯水池式水力発電
n コージェネレーション
n コンバインドサイクル
ガス発電 (CCGT)

nエネルギー貯蔵装置
n 揚水発電
n 蓄電池

n連系線
nデマンドレスポンス

n 電気自動車

風力・太陽光を調整するのは
火力だけではない
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ステップ１: 柔軟性リソースの特定 
ディスパッチ 
可能な電源 

エネルギー
貯蔵 連系線 デマンド 

サイド 

ステップ４: 必要量と 
利用可能量の比較 

ステップ２: 利用可能な
柔軟性リソースは 
どのくらいか？ 

従来の柔軟性必要量 
(需給調整, 混雑回避) 

既存の柔軟性リソース
の最適利用。必要が 
あれば追加で建設。 

ステップ３: 必要な 
柔軟性はどのくらいか？ 

VREによる 
柔軟性の 
追加必要量 

地理的に 
分散した 
さまざまな
VREの 
種類による 
平滑化効果
を考慮 

(大規模系統
を想定) 

各電力系統 
の固有の環境 

既存のアセット
を賢く利用する、

という発想
(出典) IEA: Harnessing Variable Renewables (2011) を筆者翻訳



+柔軟性の優先順位

(出典) IEA Wind Task 25: ファクトシートNo.1 風力・太陽光発電の系統連系 (2020)
https://www.nedo.go.jp/content/100923371.pdf
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IEA TCP WIND Task 25 – Fact Sheet

図3. 電力系統の柔軟性向上
の方法論（各選択肢の相対
的順序は一例）

• 風力・太陽光発電で発電された発電電力量(MWh)
の分だけ、化石燃料を消費する電源の運転の必要
性が減り、残りの発電は風力・太陽光発電で供給
されない需要分を供給するだけになります。

• 風力・太陽光発電の導入率が高い場合、化石燃料
を消費する電源は、風力・太陽光発電の出力と需
要の変動を補うために、起動・停止、急激な出力
変化の頻度が多くなります。そのため、効率が低
い状態での運用が必要になる場合があります。化
石燃料を消費する電源の起動、出力変化、低効率
運転は、定格運転に比べてCO2排出量を増加させ
ます。これらの電源を風力・太陽光発電の需給調
整のために使うと、新たにCO2排出量が発生する
ことになります。

• 化石燃料由来の電源を風力・太陽光発電の需給調
整のために使うことにより新たに発生するCO2排
出量は2％未満と推定されます。一部の電源の排出
量が増加したとしても、風力・太陽光発電によっ
て化石燃料を消費する電源を運用する必要性が減
少した場合に全体的な排出量が減少する方が遥か
に大きいものとなります(図4)。

下記のファクトシートも参照下さい�
No.5 �風力発電がCO2排出量に与える影響」

風力発電のためはどれくらい送電線の新規投資
が必要？
風力発電のために新たな送電線への投資が必要とな

る場合がありますが、それは風力発電所の立地や既存
系統の堅牢性や特性に依存します。
• 一般に、あらゆる新規の発電所は、既存の送電網
に接続するために新たな送電(または配電)線を必要
とします。また、新規の発電所から電力が増える
ことに対応するため、既存の送電線の増強も必要
になる場合があります。

• 新しい風力発電所は、既存の送電網の電力の流れ
(潮流)を変えることになります。潮流方向が変化し
て、送電や配電網における損失が増加したり減少

したりする場合もあります。風力発電によって、ボト
ルネックや送電混雑が増える場合も減る場合もありま
す。

• 大量の風力発電所を追加するには、通常、送電網へ
の投資が必要ですが、増強された送電網は電力系統
全体に便益をもたらします。したがって、送電コス
トは通常、特定の発電所や電源に割り当てることは
ありません(訳注: 通常、電源線は発電事業者が負担
する)。

• 電力系統全体から見ると、送電が占める部分は消費
者の電力料金のごく一部に過ぎません。多くの研究
では、送電系統のコストを風力発電に割り当てたと
しても妥当なコストが示されています。
太陽光発電については、一部の大規模な太陽光発電

所を除き、配電系統で系統コストの増加が見られます。
下記のファクトシートも参照下さい。
No.8「風力発電と系統増強」

図4. 変動性再生可能エネルギーに対応するために従来型電源
の出力を増減することによるCO2排出量の増加は、再生可能エ
ネルギーの増加による CO2、NOx、SO2 の全体的な削減量と
比較して非常に小さい。
(出典: WWSIS2, 2013)

1.17～1.35億t

0.675～1.035億t

0.36～0.63億t

無視できる

135～180万t

135～180万t

再生可能エネルギーの
増加による削減効果

需給調整の増加による
増減

Hydro with reservoir

Gas generation  

Flexible coal 

Pumped hydro

Combined heat and power 

with thermal storage

Loss < 10% of yearly generation

Low

cost

High

cost
Batteries 

CAES
Flexibility in 

supply side 

Other flexibility

options

Real-time markets

Intra-day markets

Best available forecasts 

Sharing balancing in larger areas

Price-responsive load

Vehicle2grid EV

Electric heating with heat storage

Flexible industrial loads

Low share of wind/PV High share of wind/PV

コ
ス
ト

低

高 供給側の
柔軟性

他の柔軟性
選択肢

揚水発電
熱貯蔵＋
コジェネ

逸失電力量
10%未満

蓄電池
圧縮空気貯蔵
(CAES)

貯水池式水力発電
ガス火力
柔軟性の高い
石炭火力

広域需給調整
当日市場

リアルタイム市場
出力予測精度向上

市場価格応答負荷

電気自動車
熱貯蔵＋電熱

柔軟性の高い産業負荷

低 高風力・太陽光発電導入率

既存のアセット
を賢く利用する、

という発想

コストの安い順に
使う、という発想

「ものづくり」
だけでなく

「しくみづくり」
の発想



+需給調整責任は誰が担うか？
n古典的考え方 (日本では現在も)
n垂直統合された電力会社の中央給電指令所
n系統内のすべての発電所を集中監視・制御

n欧州
nBRP: Balance Responsible Party が
インバランスコストを最小化するように行動

n市場メカニズムで複数のプレーヤーが需給調整
に参画・責任

n送電会社は主に監視。いざという時だけ介入。
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エネルギーの民主化！
…だけでなく、

需給調整も民主化！



+需給調整責任は誰が担うか？
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Figure 12 Production Balance Responsible Party operating in the Nordic Power Market. 

 

3.3 Cell Controller Development Considerations 
The ambitious scale of the Cell Controller Pilot Project forced the CCPP team to carefully plan a 
roadmap that would allow the project objectives to be met incrementally.  The general approach 
was to identify milestones that could be reached within a 12 month period. Contingent on the 
identified milestone, the team constructed and implemented development plans that included 
(rapid) prototyping, laboratory testing, building representative mathematical computer models 
and performing simulation studies, acquiring and deploying new field assets, and progress 
reporting. 
 
The general strategy employed by the CCPP was to expand the capabilities of the Cell Controller 
incrementally by first testing and validating solutions at a smaller scale (in the laboratory or on 
an individual asset), then expanding its reach across multiple assets.  Only after “proof of 
concept” was established would additional functionality be added. Each new phase of the project 
involved incorporating lessons learned from the previous phase, making modifications to the 
Cell Controller as needed, adding new functionality, and carrying out model-based, lab-based, 
and field-based tests in that order.  
 
The CCPP can be roughly divided into three major development phases:  
 
-� 2005 – 2007: Development and deployment of the Cell Monitoring System (CMS) to Areas 1 

and 2 of the pilot Cell area; development of the core Cell Controller operations and 
laboratory testing; procurement of additional field assets and upgrading of the existing CHP 
plants. 

-� 2007 – 2009: Deployment and testing of the Cell Controller in Area 1 of the pilot Cell area. 
-� 2009 – 2011: Additions to Cell Controller capabilities; expanded deployment and testing to 

Areas 2 and 3 of the pilot Cell area. 
 

 Options in the Power market

Day ahead spot market
- Day ahead selling/buying via BRP

- Production plans to Energinet.dk

Elbas market
- Trade between PBRP and CBRP 

- Intraday, 1 hour before operation

Regulation power market (up/down)

- Bids from BRP to Energinet.dk

- Min 10 MW – 15 min. response

- Changing DKK and MW until 45 min. before 
operation

Reserve market (up/down)
- Annual contracts (few)

- Monthly tender

- Daily tender

- Must leave bids in the regulation power market

Production Balance Responsible Party 
(BRP)



D
ay A

head

NOIS
北欧の
電力市場

デンマークの
BRP

北欧の送電網
共通管理
システム

デンマークの
送電会社

前日
市場
取引

発電所
(分散型電源)

自由化市場
(デンマークの例)

発送電分離前
(日本の例)

(出典) 電気学会 給電用語の解説調査専門委員会: 給電用語の解説, 電気学会技術報告, No.994 (2004)
Energinet.dk: Cell Controller Pilot Project – Smart Grid Technology Demonstration in Denmark for 

Electric Power Systems with High Penetration of Distributed Energy Resources. 2011 Public Report (2011)



+欧州におけるBRPの役割
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大規模
小売事業者

MO: Market Operator

BRP

BRP

TSO

電力の流れ
取引の流れ
情報の流れ

BRP

大規模
発電事業者

BRP

小規模発電事業者
…

小規模小売事業者

…

BRP
監視

予備力調達 相対
取引

ディス
パッチ

市場取引

DR

情報

市場取引

委託

BRP: Balance Responsible Party (需給調整責任者)
TSO: Transmission System Operator (送電系統運用事業者)
DR: Demand Response (需要応答)

アグリ
ゲータや
VPPの
概念を
包含



+30分同時同量制度と
計画値同時同量制度
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(a)
30分
同時同量
制度
(使用権
契約)

実需要実供給

30分同時同量

30分

発電
電力

消費
電力

小売部門発電部門

30分

(b)
計画値
同時同量
制度
(確定数量
契約)

実需要計画値

30分

計画値
同時
同量

小売事業者
30分

実供給 計画値

計画値
同時
同量

発電事業者
30分30分

小売側が調整する
インセンティブは低い

発電側が調整する
義務を負う

小売側も
独自に調整

発電側が
独自に調整

約定約定

電力市場

市場で
需給調整

（出典）安田陽: 世界の再生可能エネルギーと電力システム ～電力市場編, インプレスR&D (2020)



+目 次

n1. 電力系統とはなにか？ (用語の定義)
n送電/配電
n高圧/低圧
n分散型電源)

n2. 分散型電源(再生可能エネルギー)の課題
n① 需給調整
n② 電圧上昇問題
n③ 慣性問題
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+電圧上昇問題

n配電線に太陽光がたくさん入ると電圧が
制御できない！
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+電圧上昇問題
n電圧制御は既に技術的に確立されている。

n既存技術: OLTC, SVR, SVC, etc…
n風力: 多くの風車が既に電圧制御機能を搭載済

n課題: 規制(法令)、コスト割当の問題
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変圧器タップに�
よる電圧調整�

配電用�
変電所�

変圧器タップに�
よる電圧調整�

高圧�
配電線�

SVR�
�

変圧器タップに�
よる電圧調整�

無効電力の調整�
による電圧調整�

SVC

柱上変圧器�

表!２ 標準電圧に応じた維持すべき値

表!３ 常時電圧変動対策及び瞬時電圧変動対策

３4 配電系統の電圧管理

電力会社における配電系統の電圧は，線路電圧の変動に

対して，電気事業法第 ,0条及び同法施行規則第 ..条に基

づき表!２で規定されている電圧を維持することを目標に
管理・運用している。このため，オンピーク時・オフピー

ク時の負荷変動，高圧配電線の電圧降下，低圧配電線・引

込線の電圧降下を考慮して，配電用変電所バンクの送り出

し電圧の調整，配電線電圧降下に応じた柱上変圧器のタッ

プ調整を行うとともに，亘
!"

長
#$"

の長い配電線では線路の途中

に自動電圧調整器を設置して，配電系統におけるお客様へ

供給される低圧の電圧が常に適正値に維持するよう調整を

行っている（図!１）。
高圧系統の電圧については，電気供給地点で許容される

低圧電圧，需要の状況などを考慮し決められるが，変動幅

がおおむね /～+*％以内となるように運用・管理されてい

る。参考までに，東北電力"の配電系統における電圧降下
の許容限度の標準値を表!４に示す。

-4+ 配電用変電所における電圧調整

変電所からの距離が遠距離になるに従って高圧配電線の

電圧降下も大きくなり，また負荷変化に対し電圧変動の幅

も大きく変化することになる。このため電圧降下の大きい

線路で，負荷の状態がピーク時とオフピーク時で大きく異

なる線路では，配電用変電所の配電線送り出し電圧が一定

のままでは許容範囲内の供給電圧の維持が困難となる。こ

のため，変電所では負荷の変化や時間帯によって送り出し

電圧を調整し許容電圧を維持できるよう電気を供給してい

る。

なお，高圧配電線は，亘長，負荷の大きさ・分布，ピー

クとなる負荷時間帯など配電線によって異なるが，実用上

図!１ 配電系統における電圧調整方法

表!４ 電圧降下の許容限度の標準値（東北電力!の例）

表!５ 配電系統用電圧変動対策機器

支障がなく経済的な方法として配電線ごとに送り出し電圧

を調整せず，配電用変電所のバンク単位に変圧器のタップ

を切り替えることで送り出し電圧を段階的に調整している。

この送り出し電圧の調整方法としては，負荷電流に応じ

て自動的に調整する LDC（線路電圧降下補償器：Line

Drop Compensation）方式と， 時間によって送り出し電

圧を調整するプログラムコントロール方式などがある。

-4, 配電線における電圧調整

配電系統電圧の調整方法について，変圧器タップの切替

えにより直接電圧を調整する方法と無効電力を調整するこ

とにより電圧降下を補償する方法がある。配電系統におい

てこれら電圧調整に使用されている機器を表!５に示す。
（１） 高圧自動電圧調整器

（SVR % Step Voltage Regulator）

高圧配電線における供給電圧の調整は，配電用変電所の

区 分 機 器 名 称

#高圧配電系
統に直列に
接続して等
価的な電圧
源として電
圧制御を行
う機器

高圧自動電圧調整器
（SVR：Step Voltage Regulator）

インバータ型自動電圧調整器
（IAVR：Inverter Automatic Voltage Regulator）

サイリスタ型自動電圧調整器
（TVR ：Thyristor Voltage Regulator）

$高圧配電系
統に並列に
接続して無
効電力によ
って電圧制
御を行う機
器

他励式による静止型無効電力補償装置
（SVC：Static Var Compensator）

静止型無効電力補償装置（コンデンサ可変型）
（TSC：Thyristor Switched Capacitor）

静止型無効電力補償装置（リアクトル可変型）
（TCR：Thyristor Controlled Reactor）

自励式による静止型無効電力補償装置
（SVC：Static Var Compensator）

自励式静止型無効電力補償装置
（SVC：Static Var Compensator）

直列静止型無効電力補償装置

（出典：%電気協同研究会第 0*巻第 ,号）

電線路の公称電圧（V） 電圧降下の許容限度の標準値（V）

高 圧 0 0** 0**

低 圧
+** 0

,** ,*

項 目 主 な 内 容

電圧変動

常 時
電圧変動

発電設備などを一般配電線に連系する場
合においては，電気事業法第 ,0条及び同
法施行規則第 ..条の規定により，低圧需
要家の電圧を標準電圧 +** Vに対しては
+*+±0 V，標準電圧 ,** Vに対しては
,*,±,* V以内に維持する必要がある。

瞬 時
電圧変動

発電設備などの並解列時の瞬時電圧低下
は，常時電圧の +*％以内とする。

標準電圧 維持すべき値

+** V +*+ Vの上下 0 Vを超えない値

,** V ,*, Vの上下 ,* Vを超えない値

電気設備学会誌 平成 +1年 +*月& 18 '782



+目 次

n1. 電力系統とはなにか？ (用語の定義)
n送電/配電
n高圧/低圧
n分散型電源)

n2. 分散型電源(再生可能エネルギー)の課題
n① 需給調整
n② 電圧上昇問題
n③ 慣性問題
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+非同期発電機としての分散型電源

エネルギー源 発電形態 系統連系装置

自然エネルギー

太陽光発電（直流） インバータ
風力発電（交流） 回転機（インバータ）

小水力発電（交流） 回転機
（小形はインバータ）

化石燃料
（ガス、石油）

燃料電池発電（直流） インバータ
回転機コージェネ

（交流）
回転機

（小形はインバータ）
廃棄物 ごみ処理発電（交流） 回転機

33

(出典) 電気学会編(2013), 電気工学ハンドブック第7版, 電気学会



+同期機と非同期機(パワエレ電源)
34

水力・火力・原子力
(同期機, 慣性あり)

（出典）Mark O’Malley: Wind Integration in Ireland: a National Effort with International Consequences, 
JWEA Wind Integration Workshop (2012)

伊与田功編著: OHM大学テキスト 電力発生・輸送工学, オーム社 (2013)

太陽電池

接続箱

主スイッチ
太陽電池側
スイッチ

逆流
防止素子

パワーコンディショナ

IGBT

SPD

変圧器 遮断器
電力
系統

昇圧チョッパ インバータ

系統周波数
(50/60Hz) 風力・太陽光

(非同期機, 慣性なし)

直流

交流



+タービン発電機の基本方程式

タービン 発電機

J dω
dt

=Tm −Te

TeTm

J dω
dt

=T

機械的
トルク

電気的
トルク

トルク

角周波数
慣性モーメント

m dv
dt
= F

直線運動の
運動方程式
と同じ形
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+課題③：慣性(不足)問題
n分散型電源 (≒ 再エネ電源 ≒ パワエレ機器) 
を大量導入すると系統安定度が低下する

OVERARCHING GOAL 

Andreas Menze, TenneT TSO GmbH, Brussels, 6 April 2017 
6 

（出典）MIGRATE – Massive Integration of Power Electronic Devices, Stakeholder workshop, Brussels, 6 April 2017
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パワエレ機器のシェア

系
統
安
定
度

100%

過渡的領域 革新的技術が必要

技術改善



+ アイルランドの非同期電源率
SNSP (System Non-Synchronous 
Penetration Ratio)

37
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75% ≒ 瞬間的な分散型
電源導入率

(出所) EirGrid & SONI: All Island TSO Facilitation of Renewables Studies (2010) 掲載図を元に筆者アレンジ
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自然エネルギー財団 / アゴラ・エナギーヴェンデ | 2030 年日本における変動型自然エネルギーの大量導入と電力システムの安定性分析
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波数支援のために太陽光発電所から得られる有効電力
102 MWに相当する。下の図11は、風力発電と太陽光発
電のFFR支援がある場合とない場合で、周波数応答を
比較したものである。

S3（高VRES／低負荷）は周波数低下が大きいことか
ら、太陽光発電所による追加的な周波数支援も考慮し
た。周波数支援への参加は、秋田、広野、常陸那珂、女
川、相馬共同の変電所にある火力発電所の近くにある太
陽光発電所を想定した。需給平衡を実現するため、これ
ら太陽光発電所の出力を20%削減し、必要な追加電力
は近隣の火力発電所から給電した。この20%削減は、周

46
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48

49

50

51

0 10 20 30 40 50
秒

FFRなし 太陽光FFR 風力FFR 風力・太陽光FFR

GridLab (2019)

周
波
数
 [H

z]

No.

周波数低下率 (Hz/s)

S1 -0.063 -0.046 – – 49.439 49.617 – –

S2 -0.079 -0.072 – – 49.213 49.32 – –

S2b
 

-0.146 -0.135 – – 48.626 48.68 – –   

S3  
-0.342 -0.222 -0.324 -0.208 46.498 47.974 46.739 48.091

自然エネルギー導入シナリオにおける電源脱落（1,500MW）後の周波数応答（東日本：風力・太陽光FFRあり/なし） 図 11

周波数最下底 (Hz)
スナップ
ショット FFRなし 風力FFR 太陽光FFR 風力•

太陽光FFR
FFRなし 風力FFR 太陽光FFR 風力•

太陽光FFR

低VRES

中VRES

高VRES/
高負荷
高VRES/
低負荷

疑似慣性シミュレーション結果

(出典) 自然エネルギー財団 / アゴラ・エナギーヴェンデ: 
2030年日本における変動型自然エネルギーの大量導入と電力システムの安定性分析 (2018)

https://www.renewable-ei.org/pdfdownload/activities/REI_Agora_Japan_grid_study_JP_WEB.pdf
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系統事故で
周波数低下

無対策だと
ブラックアウト

の懸念

再エネをインテリ
ジェントに制御すると
ブラックアウト回避

安全限界



+慣性問題の解決方法

n出力抑制
nアイルランド: SNSP 50%以上 → 75%

n擬似慣性
n周波数変化 (RoCoF) リレーの緩和
n同期調相機
n新技術：

nデジタルグリッド
n電力パケット etc…
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+再エネ超大量導入は可能か？
(再エネは電力系統に悪影響を与えるか？)

n単純な「Yes/No」に陥らないこと。
n賛成/反対の極端な二元論的対立(神学論争)になりやすい。
n再エネ賛成派は、課題を過小評価しないこと。
n再エネ慎重派は、将来の課題を理由に思考停止しないこと。

n「どの程度？」
n☞ 程度問題。解決策は？ 代替案は？ 実現可能性は？

n「いつまでに？」
n☞ 時間軸の問題。技術開発ロードマップ、優先順位

n課題：
n① 需給調整 ■② 電圧上昇問題 ■③ 慣性問題
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